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グローバル化の傾向一
新しい条件下での人間と労働
I. まえがき
工ケハルト・ザクセ
竹林浩志訳
人類の歴史は大部分が人間とその労働の歴史である。我々は，これまで
のその長いプロセスを振り返る事ができるが，それはヨーロッパでは一部
が激しい階級闘争によって特徴づけられるものであり，科学者や関係する
社会勢力がこの存在にかかわる根本問題にたいして提言や解決策をなすよ
う再三試みてきたものである。しかし我々は，発展の歴史に条件づけられ
て，この努力の終わりを迎えているわけではない。すなわち， くり返し新
しい条件が生まれ，新たな学問的努力や社会的諸活動が必要となっている
のである。
さて，この論文の目的とするところは，矛盾的発展の明確な歴史的つな
がりの諸局面を明らかにすることである。その際，こうした認識の歩みに
おいて重要な貢献をしてきている大橋昭ー教授の大きな努力を評価するべ
きであろう。それと同時に，グローバル化によって新しい要件が成熟化し
ていることが論じられるべきである。
I. 人間と労働の歴史について
歴史を回顧してみると，人間と労働に関して 2つの基本的な見解が対峙
2 (118) 第 45巻第 2 号
してきたことがわかる。一方は人間を労働のための道具あるいは要索とみ
るものであり，他方は，人間労働と人格発展とを統一的なものとみるもの
であるが，ただしこれは労働のそれ相当な意味内容と労働条件の形成と結
ぴついたものであることを条件とする。
大橋教授はこれまで，主に日本的経営を中心的論拠として，人間志向的
な方向における研究およびその実際的形成に力を注いでこられた。大橋教
授は次のように書いている。「私がこれまで経営（経済）学の問題意識とし
てきたものは，常に，すべての経営構成員が生きがいをもって全力を投入
して働くことのできるような経営や企業のあり方を学問的に究明すること
であった。人間の本質は労働にあるのであり，人間の労働なしに経済は不
可能であり，無意味である」 1)。
我々は，さしあたり主としてヨーロッパの歴史のなかにこうした認識を
求めることができる。古代ギリシャの歴史から十分な典拠が伝えられてい
る。紀元前 8世紀の詩人であり，哲学者であるヘシオドス (Hesiodes)は，
その著作『仕事と日 (Werkeund Toge)』で労働に関して記している。その
なかでかれは，労働の意義について，それが人間生活の土台であり，豊か
さの源泉であり，困窮時のための備えであり，そしてなんといっても有意
義な生活の価値というものであると叙述している。
また，クセノフォン (Xenophon:紀元前430-354年頃）は農業問題，職業
編成の問題，そして分業の問題を論じており，それらを市場の発達と関連
させて述ぺている。デモクリトス (Demokritos:紀元前460-370年頃）やソ
フィストたちも，労働の価値評価を人間にたいする重要性という点で行う
伝統的方向で確立したところの，古代の哲学者と言えるであろう。この関
連においては，プラトン (Platon:紀元前428-347年頃）の『国家 (Staat)』
にあるユートピアについても少し言及しておく必要があろう。それは，人
間の能力は等しくないという見解に基づいており，その能力の相違は労働
1) Shoichi Ohashi: Grundprobleme der Betriebsfilhrung und Betriebswirtschafts-
lehre, Kansai Universit1it Verlagsabteilung 1999, S.i. 
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の違いからなる 3つの階級，すなわち僧侶階級 (Lehrstand),軍人階級
(W ehrstand)そして生産階級 (N註hrstand)に起源を求めることができると
いうものである。
アリストテレス (Aristoteles: 紀元前348-322年頃）はギリシャの支配階級
の理論家であり，とりわけ奴隷所有者であった。自由人のギリシャ人にと
っては奴隷労働は屈辱的なものであった。それゆえその労働は，たとえば
ヘシオドスの場合とは異なった評価を受けていた。しかし，経済は生命の
ない道具に加えて，「生きている，話すことをする道具」を必要とするので，
そうした労働が必要であった。生きていくために働かねばならない者たち
は，多くの幸せと美徳から排除されていた。
ユダヤ・キリスト教的宗教の文書や，聖書（モーゼの書， 3巻）において
は，労働は原罪にたいする刑罰の役割を果たしており，このことは明らか
にその当時の生活と労働の厳しさを反映している。後の，現代のキリスト
教社会論では，労働の意味内容を修正する試みが行われている。
封建時代の最も重要な哲学者は，当時ローマ帝国で活動していたトマ
ス・アクィナス (Thomasvon Aquino: 1225-1274年）であった。 トマスは
労働に関して，同じ労働量のものが交換されるにちがいないことに気づき，
アリストテレスと同じく，ある種の労働価値説を唱えるに至った。すなわ
ち，人間は必要な共同生活を確保するために，正当な財の交換が必要不可
欠であるとし，利子はこの点から不当なものであるとした。また，これと
同じ意味において宗教改革者であるマルチン・ルッター (MartinLuther : 
1483-1546年）は，後に利子論争を行っている。
イギリスの哲学者であり，政治家であるトーマス・ホップズ (Thomas
Hobbes: 1588-1679年）などによって，資本主義生成期のヨーロッパの諸条
件に相応した社会理論が展開ミれたが，それは，人間と労働の領域にたい
してより大きな意義を認めるものであった。こうした早期の段階にみられ
る見解の不一致は，人間相互の競争的闘争の表現たるものであったが，「万
人にたいする万人の闘争」というテーゼを導き，これが人間にとって自然
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な状態であるとみなしたのである。このことが長い間いわゆる社会契約説
にたつ国家理論に影響を与えてきた。また，西側社会における個人の地位
についての考え方の根源もここにある。労働の領域においては，このこと
が今日においてもいちじるしく個人的な方策，個人的に設定されている仕
事場，仕事の課題，賃金の算定基準などに結実している。
市民階級の経済についての考え方の発展にたいしては，イギリスの哲学
者であるジョン・ロック (JohnLocke: 1932-1740年）がとりわけ重要であ
る。アダム・スミス (AdamSmith)はロックに依拠しており，ロックがイ
ギリス的政治経済学に哲学的基盤を与えた。ロックが労働というテーマに
ついて論述しているところによれば，人間の幸福感を求める努力が，人間
がそもそも労働を行うことの原因である。そしてこの幸福感は，人間が労
働を通じて手に入れるものを多く所有するかどうかに依存している。労働
は，価値を創造するものであるから，私的財産の源泉でもある。個々人の
財産の相違は，個々人の努力が異なることから生じる。このことは今日で
も資本主義におけるイデオロギー・モデルとして存在している。
カール・マルクス (KarlMarx: 1818-1883年）とフリードリッヒ・エン
ゲルス (FriedrichEngels : 1820-1895年）は，資本主義の政治経済にたいす
る広範なる分析の枠組み，そしてこの社会の変革にたいするかれらの政治
的解決策の枠組みのなかにおいて，同時に，人間と労働の領域にたいして
とりわけ重要な貢献を果たした。すなわち，人間の成長にたいする労働の
役割にかんする認識を強調している。さらにそれにとどまらず，高度に展
開させられた労働価値説の基礎のうえにたって，生きている労働を一自然
と並ぶーすべての富の源泉として明らかにし，その際，資本による労働力
の再生産と利潤獲得の機構を明らかにした。広範囲に亘る批判的で，かつ
実践活動と結びついた分析が，労働条件，労働組織およぴ労働階級の状態
に関して提示されている。それらは当時きわめて劇的なものであった。
1870年代以降発展し，若干の今8でも看過できない修正がなされたけれ
ども，現在いまだに非常に有効である現代資本主義の経済理論とその実践
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は，自由主義的政治運動とタイアップしたものであり，市場原理もしくは
需要と供給の自己調整の原理に立脚している。西側諸国における，国民経
済学的要素理論はこれに照応したものであり，それによると労働はそうし
た要素のなかの 1つである。働く者［従業員］の人間像は長い間いわゆる「ホ
モ・エコノミクス (homooeconomicus)」の考え方をもって特徴づけられて
きたし，今日でも特徴づけられているが，それによると労働は，生計維持
のための負担として行われ，その分自由時間が犠牲になるものである。ま
た，企業家の活動は，利潤に従って決定されるものと考えられる。さらに
労働組織の実践においてはテイラー主義が深い痕跡を残している。
ヨーロッパの労働関係に関する歴史においては，労働およぴ社会政策の
領域において根本的な進歩を達成するために，労働者や労働者政党そして
労働組合による非常に激しい階級闘争が必要であったことも注目されるべ
きことである。 ドイツでは，第一次世界大戦後，革命的な状況下のもとに
おいてはじめて，一日八時間労働制と経営協議会制度ならぴに基本的な労
働組合諸法が勝ち取られたのである。
第二次世界大戦後には政治的変革がヨーロッパの発展を 2つに分断し，
それに伴って労働の領域においてもその進展は二分された。
社会主義国家においては，主たる生産力としての労働および人間に新た
なる性格を与えることが試みられた。労働組織や主として労働集団
(Arbeitskolleltiv)において行われる活動のための用具，労働給付に応じた
賃金支払いのための用具，刺激・動機づけ・競争のための用具等を新たに
発展させることもこれに照応したものであった。また，労働組合や協働者
(Mitarbeiter)にたいして新しい種類の共同決定のために実践上広範な領
城が認められた企業体制を形成することも，これに照応したものであった。
しかし，この歴史的実験は失敗に終わった。
西ヨーロッパにおける資本主義のその後における発展は一労働の領域に
おいても一社会的市場経済の形成によって大きな影響を受けている。これ
はヨーロッパ的伝統と社会主義との競争からおこったものであった。経営
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（経済）学においては，グーテンベルグ(Gutenberg)らによって先に述べた
要索モデル（労働をひとつの要索としてみるもの）がさらに進展させられ，実
践において旧来同様支配的であった一方において，社会的必要条件に照応
していくつかの新たな方向・潮流も発展した。それらは，とりわけカトリ
ック社会論や人事管理論に由来するものであった。これらの考え方では，
人間の人格およびその動機づけが労働過程において非常に重要なものとし
て認識されており，経営参加が主柱的な役割をもつものとして認められて
いる。この観点においては，共同決定や労働の人間化における労働組合の
努力や成果が積極的に評価されねばならないことになる。これはそれ自体
としては正しい認識であるが， しかしながら，実際における状況は，まだ
これには程遠いものであった2)0
近年では，理論および実践において， リーン生産方式やリコンストラク
チュアリングなどのコンセプトからの諸結論が全体的にも，かつ労働の領
城においても，見られるのである。
そしてごく最近では，ネオ・リベラルな発展の傾向が，政策，理論，実
践において一労働の領域においても一強くなっていることがはっきりと認
められうる。
ドイツ， もしくはヨーロッパにおいて， 日本式のやり方は， 90年代の初
めにトヨタ主義(Toyotismus)が出現するまでは，専門家を除いては，ほと
んど知られていなかった。大橋教授は「日本的経営」の特殊な諸原理や諸
経験，とりわけ労働組織の領域およぴ労働課程における人間の地位に関す
2) Klaus Zwickel (Hrsg.): Vorbild Japan? Otto Brenner Stiftung in Zusammen-
arbeit mit der Hans-Bi:lckler-Stiftung 1996, S.125. 「経営内の人間にたいするマ
ネジメントの基本的見解および態度が中心問題である。人間がコスト要素と見られ
ている場合には，この要索を節約するということが，こうした見解の一貫した目的
となる。それと対照的なマネジメント側の基本的見解は．従業員に革新的潜在力が
あるとみるものである。（中略）両者は正反対のものである。（中略）最近の危機的
状況の経験により， ドイツのマネジメントが人間にたいする政策について新たな基
本的見解に達するにはまだほど遠いということが明らかになった」。
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る諸原理や諸経験を外国にたいしても意味あるものとするよう一般化する
ことで多大な貢献をしてきた。さらにこの見解のうえに立って，西欧にお
ける共同決定の発展および社会主義諸国における労働の仕方についても研
究を進め，その活用の問題に取り組んできた丸
ところでグローバル化の諸傾向や，社会的ないし経済的な将来モデルに
もとづく諸問題とともに，人間と労働の領城にも新たな問題が生じている。
m. グローバル化の傾向
グローバル化という概念には我々の生活が含まれている4)。グローバル
化という言葉には，国際化の新たな発展段階が表現されるべきものである
が，現在では，この概念がそもそも正当なものであるかどうか，新たな発
展は歓迎すべきものであるかどうか，それともそれにたいして断固として
抵抗すべきものであるかどうか，などについて広範囲にわたる意見の論争
が生じている。以下においては，それらのなかから人間と労働の領域に関
する結論を引き出すために，•この問題に分析的に接近するよう試みること
にする。
まず，簡潔に世界的な分析を行うが，それは一般的な諸傾向のなかにお
いて，質的な変革を示唆するような新たなプロセスを明らかにするように
したいためである。
第1に，政治的発展の根本的なメルクマールとしてあげられるものは，
ソヴィエト連邦やかつての一連の社会主義国家崩壊後において，世界的に
アメリカヘの一極集中化傾向がおこっていることである。しかしこの状況
3) Shoichi Ohashi: Grundprobleme der Betriebsfllhrung und Betriebswirtschafts-
lehre, Kansai Universitat Verlagsabteilung 1999, 2.Kap., S.29ff. 
4) Hans-Peter Martin, Harald Schuhmann: Die Globalisierungsfalle, Rowohlt 
1997; Jahrbuch Arbeit und Technik 1997, Dietz; DIW Wochenbericht, 23/97; Aus 
Politik und Zeitgeschichte, Beilage zur Wochenzeitung Das Parlament, B23/99を
参照。
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は，政治，経済，あるいはアメリカ的モデル（自由化，規制緩和，アメリカ化）
という意味での国際化が，たとえ強い影響力をもつものであったとしても，
永遠に続くものとは考えにくい。
第2に，経済活動をみると，世界総生産 (BIP/GDP)は基本的には過去
20年間比較的安定して毎年約 3%の成長を示しており， トータルとしては
215%ないし248%に増加している丸
そのなかでアジア市場だけが，世界的平均と比べて格別の増加率を示し
ている（すなわち新興市場である）。また，最近10年間の世界の工業生産は
35%の伸びを示しており，農業は13%の伸びとなっている叫
世界の雇用情勢は，性格上多様なものであるが，沈滞と例外的な増加と
の間で動いており， とりわけ発展途上諸国においては状況は劇的である。
OECD諸国では，持続的な大量失業状態の国が多いなかで，ほんのわずか
ではあるが増加 (1995年を100%として， 1999年=102.5%)の傾向にある（ア
メリカ，カナダ，ノルウェーは除く） 7)。発展途上諸国についてはその見積も
りのものである。例えばILOレポート (1980-1996年）によれば経済活動人
口の割合は30%から40%の間にあるとされている。アジアにおいては，経
済危機以前まで雇用は増大傾向にあった。一般的にみると，人口の増加は
労働力人口の増加よりも速い速度で進み，労働力人口は経済活動人口より
も急速に増加してきた。したがって，数十年以上の単位で考えれば，失業
や短時間労働や貧困に関して根本的な変化がおきる見通しはまったくな
し、8)
世゜界人口というものは社会経済的諸条件の影響下にあるものであるが，
この20年間において44億人から60億人へと約36%増加している叱
5) World Economic Outlook 1998, International Monetary Fund, Washington, 
DC S.145. 
6) Statistisches Jahrbuch 1997, United Nations, New York 1997, S.9. 
7) OECD Statistics 1999, S.33. 
8) World Labour Rゅort1997 /98, International Labour Office, Geneva S.33. 
9) Statistisches Jahrbuch 1997, United Nations, New York 1997, S.9. 
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移住あるいは移民に関しては，国際的に増加する傾向が確認されうる（例
えば， 1993年EU諸国における EU諸国以外の外国人の移住は1.5%であっ
た）10)。貧困な国から裕福な国への経済難民については，部分的に劇的な増
加傾向が見られるが，これはグローバル化と本来の意味においては関係が
ないであろう。
それでは第 3に，古典的な世界経済領域でみると， どこにおいて国際化
あるいはグローバル化といっていい特別な度合いで増加がおこっているの
であろうか。
最近20年間でみると，世界の貿易取引高の増加が全体的GNPの増加を
はるかに上回っている。その際，いわゆる経済開放の度合い (Offenheits-
grad) (輸出率と輸入率を合算し 2で割ったもの）はさらに高まっている 11)0 
表2 世界貿易成長率およぴGNP成長率の推移
予測
1991-97 1997 1998 
1999 2000 2001 
世界貿易成長率 6.8 9.2 4.8 4.2 5.9 6.2 
GNP成長率 2.3 3.2 1.9 1.8 2.4 2.8 
（単位＝％）
（出所） Global Development Finance, Analysis and Summaか Tables,The World Bank 1999, 
S.17. 
そのなかでも，海外にたいする直接投資がとりわけ増加の傾向を示して
しヽる 12)。
その主要な部分は従来と同じく日本・ドイツ・アメリカの 3国もしくは
先進工業諸国にたいして投資されているものであるが，発展途上諸国にお
いても増加傾向にあることは明らかである（とりわけ利益が見込める重点諸
10) Eurostat: Statistik kurz gefaf3t-Bevolkerung und soziale Bedingungen, 1996/1 
und 2. 
1) Global Development Finance, Analysis and Summary Tables, The World 
Bank 1999, S.17. 
12) Statistisches Jahrbuch 1997, United Nations, New York 1997, S.48. 
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表 3 FOi資金の流れ
(10億USドル）
450 45% 
4001 、Zこ 140% -
3501 £ ヽ， ~35% 7 -ブ- ~global FOi flows 
300 ゞ—ru3o% (Developing countries) 
250 25% 璽Iglobal FDI flows 
(Industrial countries) 
2001 図―N 圃凶冒圃-j20% 
- FOi to developing 
1501-ー~—母一心閏目口口 I 15% countrys as a share of 
total FDI 
100H櫨圃鵬圃朧圃圃圃 110%
SOI圃圃圃圃圃薗圃圃 IS%
0 0% 
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 
（出所） World Bank Debtor Reporting System and World Developing Indicators. 
国において）。
第4に，世界経済がまったく新しい基準によって影響されているという
発展傾向にも言及しておく必要がある。例えば，金融市場は新たな地位を
占め始めている。以前あるいは古典的な経済においては，金融は物質的な
生産を確保したり仲介する機能を果たすものであったが，今日では状況は
「金融取引と実物経済との連結化が進んでいることによって特徴づけられ
るものとなっている」13)。しかしこの新しい諸活動はかなりの部分が投機的
領域である 14)。
このような状態に至った主な原因は，国家や私的家計が巨額で，かつ今
後も増加するであろう負債を重ねていることによるのである 15)0 
13) Karl Georg Zinn: Die neue Qualitat des Finanzkapitals, Wirtschaft und 
Gesellschaft, 1993/Heft 1, S.60. 
14) ebenda: S.65 und S.67. 
15) ebenda: S.62, und Global Development Finance, Analysis and Summary Tables, 
The World Bank 1999, S.188. 
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表4 デリパテイプ市場の発展
1986 1988 1991 
市場内取引 583 1300 3518 
市場外取引 500 1330 4080 
貢t 1083 2630 7598 
（単位=10億USドル）
（出所） B/Z,1992, p.210. 
表5 商業銀行の利子外収益比率
1980/82 1990 1980/82 1990 
アメリカ合衆国 30.0 38.0 ベルギー 19.6 23.0 
日本 20.4 35.9 フィンラン 48.8 46.9 
ドイツ 30.6 34.9 オランダ 25.0 29.7 
フランス 14.6 24.9 ノルウェー 27.3 25.9 
イタリア 26.0 26.8 スウェーデン 29.8 26.2 
イギリス 28.5 41.1 スイス 46.6 49.1 
カナダ 21.6 31.0 スペイン 15.7 22.3 
オーストラリア 32.1 34.0 
（単位＝％）
（出所） BIZ, 1992, p.215. 
表 6 OECD賭国における民間部門の負債の増加
経済企業 (BSP/BIP比率） 私的家計（使用可能な所得の比率）
1975 1980 1990 1975 1980 1990 
アメリカ合衆国 36 36 49 67 75 97 
日本 94 86 135 45 59 96 
ドイツ 66 68 74 62 76 84 
フランス 63 57 69 52 56 69 
イタリア n.v. 49 62 n.v. n.v. n.v. 
イギリス 46 41 82 49 49 107 
（単位＝％）
（出所） BIZ, 1992, p.213. 
世界的な規制緩和の動きのなかでこれまでの保証手段がなくなったの
で，基礎的秩序を危うくする危険の根源が生じている。それによって全般
的な不安定な経済性が強まり，例えば東アジアにおいては，原因はいろい
ろあげることができるであろうが，財政危機・経済危機が生まれ，世界的
にネガテイプな影響を及ぽしている。それゆえ世界経済発展の相対的安定
性を確保するための国際的な諸措置が必要とされていることは不思議では
グローバル化の傾向（ザクセ／竹林）
表7 発展途上国の負債の推移
1970 1980 1990 
総負債 609.5 1472.8 
長期負債 (LDOD) 61.2 451.6 1181.1 
公的負債 45.8 381.1 1115.5 
私的負債 15.4 70.6 65.5 
IMF基金の使用 0.8 12.2 34.7 
短期負債 145.7 257.1 
未払いのLDODに対する利子 2.5 52.7 
国際復興開発銀行 (IBRD) 4.4 22.2 95.6 
国際開発協会 (IDA) 1.8 11.9 45.1 
（単位=10億 USドル）
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1997 1998(予測）
2316.6 2465.1 
1782.8 1957.5 
1420.1 1637.1 
362.7 320.4 
70.8 95.5 
463.0 412.2 
32.1 33.1 
106.0 112.5 
77.5 83.8 
（出所） Global Development Finance, Analysis and Summary Tables, The World Bank 199, 
S.188 
ない（例えば，金融市場に関しての国際的法秩序の制定） 16)。しかし，このよ
うな提案にたいしてアメリカは抵抗を行うのである。
さらに際立ったものとしては，情報コミュニケーション技術(IKT)の急
速な普及がある。この分野では，すべての領域について国家，経済単位，
私的家計の間における世界的規模のネットワーク化を可能にする電子工業
品市場が急速に発展しつつある。金融市場における動きは，こうした点が
あって可能となったものである。これに関しては若干の国際的な傾向を例
示しておきたい17¥
パーソナル・コンピュータは世界市場では1990年には1,140万台であった
のが， 1998年には2,280万台（約2兆USドル）に増加している 18)。同様に，
インターネット加入者も1992年に50万人であったのが， 1997年には1,650万
人に増加している叫
16) Hans Tietmeyer: Auch die Finanzmiirkte brauchen eine Rechtsordnung, 
Deutsche Bundesbank, Ausziige aus Presseartikeln Nr.28/1999. 
17) BMW! -Dokumentation, N r.462: Informationsgesellschaft in Deutschland, 
1999, S.8, und European Commission, Diroctorate-General XJI, (OM/98) 50. 
18) JDC, Intel 1995. 
19) European Information Technology Observatory 97, S.145. 
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表 8 BIPにおける IKTにたいする支出の比率
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（出所） EITO 1999 und eigene Berechnungen. 
表9 国際電話使用量の推移
80 
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?
（単位=10億秒）
（出所） JDC, Intel 1995, S.145. 
それに伴って，電子取引市場（企業や家計にたいする商品・サービスの供給，
注文および納品）が格別の増加傾向を示している20)0 
20) Markt und Technik, Nr.24 vom 9. 6. 95, S.39. 
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表10 電子商取引の推移
(131) 15 
????
?
1994 1995 1996 1997 1998 1999 
（単位=10億USドル）
（出所） Gartner Group -
最後に，多国籍企業コンツェルン，すなわちグローバル・プレイヤーの
活動における強いグローバル化の諸傾向を指摘しておきたい。これらの企
業グループおよび指導的な世界的諸銀行は，最大利潤を求めるための競争
が激化していることにともなって，株主利益原理をガイドラインとする方
向で動いてきた。それらが行うグローバルな経済的活動，そしてそれらが
もつ民族的国家にたいする強力な地位は，世界経済のレベルで行われる多
岐にわたる M&Aプロセスもしくは日常的な合同・合併という枠組みによ
る資本の集積・集中を通じて本質的に強固なものとなっている。そして重
要な土台となっているのが，マネジメントの領城におけるパラダイム変化
である（土台はリーン生産・リコンストラクション）。
これら発展の状況は次の通りである。
① 500の世界的著名企業において売上高が増加していること，ならぴに
指導的なグローバル・プレイヤーのもとにおいて短期間にアメリカの
優位が達成されたこと（フォーチュン誌による） 21)0 
21) Die Welt vom 20. 10. 1999. 
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② 種々な国家における BIP/GNP比率において指導的グローバル・プ
レイヤーの経済的重要性が高まっていること22)。
表1 巨大コンツェルンの経済的強さ
ー若干の国の国内総生産とコンツェルン売上高
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(1994年の単位=10億USドル）
（出所） Johann-Gunther Konig: Alie Macht den Konzernen, rororo aktuell 
1960, Rowohlt Hamburg 1999, S.126. 
表12 M&Aの推移
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 
M&A世界総計 85. 28 121. 89 162. 34 196. 37 237 .18 274. 61 341. 65 
発展途上国 13. 88 38 .19 64. 54 67. 27 68. 78 88. 21 107, 85 
多数派所有 M&A世界総計 49.04 73. 77 66.81 109.55 140.81 162.69 236.22 
発展途上国 2.56 12.17 11.91 12.85 12.91 20.39 45.42 
発展途上国の対M&A総計比率 5.22 16.5 17 .83 11. 73 9.17 12.53 19.23 
発展途上国への FDI比率 7.4 26.4 17.8 14.5 12.2 16.1 27.8 
発展途上国における FDI
5.5 6 6.4 6.4 6.4 5.6 21.1 を通じた私有化収益
（単位=10億USドル）
（出所） Global Development Finance, Analysis and Summaゥ Tables,The World Bank 1999, 
S.48. 
22) Johann-Gunther Konig: Alle Macht den Konzernen, rororo aktuell 1960, 
Rowohlt, Hamburg 1999, S.126. 
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③ M&Aプロセスが相当に増加していること23)。
このように錯綜し複雑化している世界経済のプロセスについて検討を試
みると，以下のことが明らかになる。
① 明らかに質的に新しい発展もしくはグローパル化の傾向が指摘され
る（初期において，かつ特徴的形態において）。
② しかしながら，それらは，例えば外国貿易における分業の深化や情
報伝達技術の普及などのように，一層の国際化というものの部分的な
表現であるにすぎない。
③ 金融部門における投機的拡大は明らかに誤りのあるものである。な
ぜならば，それが実物的な根拠に基づいてる場合においても，速やか
に堰き止めることができるようなものではないからである。
④ とりわけグローバル・プレイヤーもしくは世界的諸銀行によって駆
り立てられているものは，矛盾にみちた発展となっている。例えば，
労働市場などの多くの領域が，利子水準にしても，長い間いまだに国
家単位あるいは地域単位で定められている。それゆえ厳密な意味でい
うと，外見上では世界人口における比較的小さな部分のみがこうした
グローバル化にかかわっているに過ぎない。
⑤ 客観的な経済プロセスはほとんど「克服」されてはいない。例えば，
不可欠といわれる規制緩和はしかし，より高度なレベルにおける新た
な国際的規制緩和の実施によって原理的には補足されねばならないの
である。
IV. 人間と労働のための結論
ここでは人間と労働に関する結論を 2つの問題に答える形で論述するも
のとする。
23) Global Development Finance, Analysis and Summary Tables, The World 
Bank 1999, S.48. 
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① それぞれの国の文化的歴史的に規定された経験や価値体系やマネジ
メント原理は，グローバル化のプロセスのなかでより十全な形で展開
を遂げるのか，あるいは，それらはアメリカ的模範に立脚する最高に
市場志向的なものとなるのか。
② 人間と労働にたいして，具体的内容的にどのような帰結が生まれる
のか。
国際化の議論は前者の問題に含まれる24)。またこのことは，ョーロッパに
おける社会的市場経済の将米に，そして日本の今後の発展にも強くかかわ
るものである。これに関して私は，グローバル化において経済的領域での
相互的な国際的な適応が基本問題において行われることが望ましいという
ことから出発している。しかしながら同時に，歴史的文化的に特徴づけら
れたそれぞれ独自の発展・展開が，自己をなくすことなしに，さらに続け
られうるし，続けられねばならないと考えている。それらは将来を形成す
る力をもつのである。大橋教授もその著においてこの問題に言及し， 日本
人は，これまでの日本の経済システムにおいて新たなかつ世界的な要請に
対処するという優れた能力を発揮してきたと述べている 25)0 
次に第 2の問題である，どのような新たなグローバルな要請が，人間と
労働の領域において実現しているのか， という問題に触れることにする。
1)競争激化が利潤の増加へと駆り立てている。
アメリカにおいては，このために株主利益原理が展開させられてきた。
しかしこれによると，経営側と従業員側とを結ぴつけるものである共通の
関心がなくなるという危険があることは明らかである。これまで，ョーロ
ッパやドイツと比べて， 日本においてはより強く，すべてのグループの関
心を一致させることが試みられてきた。このことに関しては， 1998年まで
24) Samuel P. Huntington: The Clash of Civilisations? Foreign Affairs, 72/1994; 
Francis Fukuyama: Konfuzius und Marktwirtscha/t, verlegt bei Kindler, 1995. 
25) Shoichi Ohashi: Grundprobleme der Be伍ebsfi仕hrungund Betriebswirtschafts-
lehre, Kansai Universitat Verlagsabteilung 1999, S.53,54. 
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H本政府の行政改革委員会のメンバーであった猪口邦子氏が， 1999年のデ
ュッセルドルフでの会議において次のように述べておられる。「我々は無神
経な行き過ぎを犯してはならず，株主志向という言葉のもとに，これまで
の伝統的な長所を熟慮することなしに放棄するようなことをしてはいけな
い」 26)。 ドイツにおいても，例えばジーメンス社 (Siemens)では同じよう
な議論と主張がある。すなわち「コンセンサス・モデルはジーメンスの文
化に固有の表現である。…しかし，投資家志向的な時代においては首脳陣
（コンツェルン長）からこうしたコンセンサス・モデルはもうやめようとい
う圧力がつよくなったことがあった」 27¥
2)国民経済的・経営経済的諸活動およぴそれらの管理にはすべての領
域でフレキシプル化を大きく進める必要がある。
このことは，労働の領域では，世界市場の刻々と変化する内容的，時間
的，組織的な要求に対処できるようにするために，多面的能力をもち，い
つでも行動可能な労働力を保持するということを意味する。このような能
力をもったフレキシブルな労働は仕事への全体的な接近を必要とし，コン
ピュータによるデータ処理を完全に利用しうるためには，グループによる
労働がこれに照応しているようにみられる。しかし西側諸国においては，
個人主義原理によって歴史的に特徴づけられ，問題となる事柄について異
なった地位が設けられることが依然としてある。
3)新たなリーン生産・リコンストラクチュアリング原理は世界的に定
着し，さらに発展しつつある。
マネジメントにおけるこのような大変革の中心点は，階層がよりフラッ
トとなり，プロセスがよりフレキシプルかつより合理的に形成されるもの
となるから，下位層にたいしてより多くの権限と決定権を委譲するところ
にある。これにおいては，単純な合理化の遂行ということが課題ではない。
26) Japans Weg aus der Kガse,Podiumsdiskussion 1999, Deutsch-Japanischer 
Wirtschaftskreis, S.29. 
27) Die Welt vom 19./20.2. 1999, S.22. 
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ここにおいては，経営側と従業員側との信頼関係が前提であり，共同関与
あるいは共同決定という経営参加について積極的に参加するという能力の
発展・展開が前提である。大橋教授も，注目に値するこのような日本企業
の潜在能力をいくつかの個所でとくに強調している 28)。ヨーロッパにおけ
る階級闘争の歴史的経験によれば，経営側と従業員側あるいは労働組合は
相反する立場に立った際，実に深刻な対立を生み出すものであることを再
三再四示してきている（例えば，合併の際に情報が全く与えられないなど）。「す
べての者を企業者のようにする」ということ（フランチャイズ化，いわゆる自
営業者的にすること，企業者的活動）は，ただ条件づきでのみ効果があるもの
であって，社会的に問題があるものであろう。
国際化は企業文化に関しても新たな問題を生み出す。しかしこの点につ
いては一般的な解決方法は明らかにまだ全然見つかっていない。例えばフ
ォルクスワーゲン社 (Volkswagen)では，少なくともそのマネジメント部
門においてはドイツ語が必要とされる。また，カナダにおけるリーン生産
の領域での日本とアメリカの共同プロジェクト（カミ：ゼネラルモーター
ズ・スズキ）では，労働に関する新たな質は明らかにいまだに形成されてい
ない。カミの従業員は変化がおこりうることに関してほとんど全員が否定
的な見解を示している 29)。
4)低賃金国への職場の移転は自国における職務の維持もしくは構築に
たいして構造的な発展・展開の必要性を生み出す。
ヨーロッパにおける持続的な大量失業および日本における失業率の増加
は，全く当然ながら問題のあることを示している。もちろん反対の意見は
ある。この問題にたいする根本的な解決方法は明らかに科学的・技術的研
究の強化ならぴに適切な投資•生産物・職場においてそれを実行するとこ
28) Shoichi Ohashi : Grundprobleme der Betriebsfi材hrungund Betガebswirtscahfts-
lehre, Kansai Universitat Verlagsabteilung 1999, S. i, 10 und 71f. 
29) Reorganisation der Arbeit: Eine Antwort der kanadischen Gewerkschaften au/ 
Lean Production, Hans Bockler Stiftung 1994, S.27. 
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ろにある。さらにまた，第4の職務領域である情報社会の構築も必要であ
ろう。このような新たな熟練資格が生じれば，職場の相当なる増加が期待
される30)0 
表13 4つの職務領域の推移
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5)大多数の管理者と従業員にたいして熟練資格上の責任と要件が高ま
り，それとともに他の生産要索にたいする人間労働の意義がさらに
高まる。
我々ヨーロッパの人間にとって， 日本では市場経済的な理論と実践が真
の主たる生産力である人間の重視と常に結ぴ付いていたことは非常に興味
深いことである。例えば，日本生産性本部は次のように記述している。「人
間は生活のために必要な財およぴサービスを生産するために自然を使用し
ている。生産の道具は土地であり，資本であり，技術である。人間労働は，
これらの 3つの要索から価値を統合するに際して主要な役割を演じるべき
ものである。それゆえに，企業は人間労働の社会的・協力的形態であると
30) Japan Productivity Center: The Productivity Movement in Japan 1983. 
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みなされるべきである。言い換えれば，人間労働は資本，土地，技術より
も上位のものとみなされるべきものである」31)。こうした行き方が成果をあ
げてきたことは，この重要な問題にたいして国際的には完全に異なった立
場のあることを立証している。このことに関しても大橋教授は，最近のヨ
ーロッパにおける議論もふまえて，労働時間短縮やパートタイム労働など
のいくつかの展開方法がとられることによっても，人間およぴ社会にとっ
て労働の重要性が低下することはないであろう，そして，労働は人間にと
って何よりもまず第一に，どのような変化があるとしても，一つの質的問
題であると論じているが，きわめて正当であるといわねばならない32)。こう
した関連において労働の意義の重要性が喪失していると語るような者は誰
でも，激化する国際的競争において最も重要にしてかつ創造的な能力をな
くすものである。
本稿の目的は，人間と労働に向けられてきた著作と認織を正当に評価し，
進化・進歩の途上における諸段階を叙述することであった。ただしその際，
それらのすべての考えや提言が実現されうるかどうかは別の問題である。
しかし，我々はこのことに関して今後も引き続き努力し研究を続けなけれ
ばならない。この結論は，生産についてであれ，労働を行う人間について
であれ，「絶え間なく完全なものを」という哲学をもって，きわめて有意義
であると同時に，前向きの貢献をなしてきた日本の数多くの同学者たちに，
きっと容易に受け容れてもらえるものであろう。
31) ebenda: S.l. 
32) Shoichi Ohashi :Grundprobleme der Betriebs/ilhrung und Betriebswirtschafts-
lehre, Kansai Universit1.it Verlagsabteilung 1999, S.18,19. 
